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1. 概要 

 

 韓国の家計負債はここ数年で急増している。資金循環統計によると、2017

年3月末時点の家計および非営利団体 1の金融負債は1586.8兆ウォンに達し、前

年と比べて143.6兆ウォン増加した。 

 

 大幅に増加する家計負債の総量自体も長年の問題ではあるが、より深刻な

問題となっているのが、家計負債の増加が所得増加の幅を大きく上回っている

という点である。実際、家計負債の増加率は家計所得の増加率を2倍以上上回っ

ており（2016年現在：家計所得増加率4％、負債増加率10％）、韓国の家計負債

が内需を制約する水準に達したと評価される原因になっている。 

 

 「2016年度家計金融・福祉調査結果」によると、元利金償還に負担を感じ

ている世帯は全体の70％に達し、このうち約75％においては実際に消費支出と

貯蓄が減少していることが明らかになった。  

 

 こういった量的な側面に加え、韓国の家計負債は質的にも悪化の一途をた

どっている。貸出金利が相対的に低い銀行融資の増加率が2015年の8.5％（44.1

兆ウォン増加）から2016年の9.5％（53.7兆ウォン増加）であったのに対し、貸

出金利が高く、銀行と比べて取り締まりが緩い非銀行系金融機関（ノンバンク）

による融資の増加率は2015年の8.3％（35.8兆ウォン増加）から2016年には13.

8％（64.6兆ウォン増加）と、銀行に比べノンバンクによる融資が速いペースで

増加している。   

 

 商品別に見てみると、負債を通して事業費または生活費を補填する家計が

増えるにつれ、最近では担保貸付より信用貸付が著しい増加傾向にある。 

 

                                                   
1 資金循環表の「家計および非営利団体」で、「家計」は一般家計に加え小規模個人事業者を含み、

「非営利団体」は家計に奉仕する民間非営利団体（消費者団体、慈善・救護団体、宗教団体、労働

組合、学術団体など）を指す。   
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＜図1＞金融機関別、貸付種類別増加率1) 

  

注：1)前年同期比 2)住宅金融公社除外  

資料：韓国銀行、金融機関業務報告書 
 

 家計負債が質量共に悪化する中、家計の償還能力も大きく落ち込んでいる。2015

年末の資金循環統計によると、可処分所得に対する家計負債の比率は 169.0％であり、

これは OECD 加盟国平均の 129.2％を大きく上回る数字であると共に、世界金融危機

があった 2008 年以降 26％以上増加している。世界金融危機発生の発端となった米国

を見てみると、デレバレッジおよび所得増加によって同比率は 2008 年の 135.5％か

ら 2015 年には 111.6％まで下落し、英国においても同期間中に 169.4％から 149.5％

まで下がっている。世界金融危機以降、家計負債の減少と償還能力の向上に力を入

れてきた主要先進国に対し、韓国ではむしろ家計の償還能力が劇的に悪化したこと

が分かる。  

  



 

3 

 

＜図2＞可処分所得に対する家計負債

の比率 

＜図3＞名目GDPに対する家計負債の

比率 

  

注：2015年末資金循環統計時点、資料：OECD (https://data.oecd.org/hha/household-debt.htm) 

 

 2015年末の可処分所得に対する家計負債の比率を国別に見てみると、ノル

ウェー221.5％、デンマーク292.0％、スウェーデン177.8％と、韓国の169.0％

より高い。が、これら北欧の国では租税を基盤とした社会保障システムが発達

しており、租税負担2が高いため、可処分所得を基準とした家計負債の負担比率

が高く評価される傾向がある。つまり、現在の可処分所得に対する家計負債が

韓国より高くても、租税負担率を除外した場合、実際の負担率は韓国よりはる

かに低い3ということだ。また、北欧の国々には強力な社会安全網があり、家計

負債の高い負担にもかかわらず家計所得の不安定性を減少させている。特に、

退職後にも持続的に所得が保障されることで債務償還が可能であり、ローンに

対する負担はさほど重くないと言える。  

 

 このように、韓国の家計負債は質量共に悪化しており、償還能力も急低下

している。この現状は雇用不安・低賃金・景気沈滞などの要因に加え、負債を

動員し、住宅など景気の活性化を図った政府の政策が複合的に作用した結果と

言える。これらの要素が交わり、韓国の家計負債は債務者個人の問題を超え、

システム全体を脅かす水準に達してしまったのだ。 

 

2. 韓国の家計負債の弱点：①脆弱階層 

                                                   
2
 デンマークにおける国民負担率は 49.6％で OECD 平均の 34.2％より 15.4％高く、これは OECD 加盟

国中トップである。スウェーデン、ノルウェーも租税負担が OECD 平均より高い。  

3 韓国における個人所得に対する租税負担率は 2015 年現在 GDP 対比 4.4％で、スウェーデンの 12.5％、

ノルウェーの 10.4％、デンマークの 25.4％と比べると半分にも満たない。 

https://data.oecd.org/hha/household-debt.htm
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韓国の公共社会福祉支出水準は2016年現在GDP（国内総生産）の10.4％で、OE

CD（経済協力開発機構）の加盟国35ヶ国のうち34位である。社会福祉制度が充

実していない現在の韓国で、賃金以外の所得保障を期待することは難しい。低

成長が続き、雇用不安定化や失業率増加によって両極化が進む中、低所得層に

おいては最低限の生活を営む手段として負債が動員されている。生活費をはじ

め住居、医療、教育など、現在の社会福祉制度がカバーしきれていない部分を

負債で補っていると言っていい。 

 

 このような状況の中、韓国の家計負債最大の問題点として「脆弱階層」と

「自営業者」が挙げられる。三ヶ所以上の金融機関に借金がある多重債務者で

あり、低所得者（所得下位30％）・低信用者（信用等級7～10等級）に該当する

脆弱階層は、低所得・低信用であるために複数の金融機関を頼らざるをえない

場合が多く、やむをえず高金利の貸付業者や違法金融業者から借り入れてしま

うことがある。既存の借金を返すために新たに借金をする悪循環に陥ることも

あり、債務償還能力が相対的に低いため、脆弱階層問題は家計負債全体の大き

な弱点であると言えよう。 

 

 実際に統計庁の「2016年度家計金融・福祉調査結果」を見てみると、第1分

位の所得者の所得に対する金融負債比率は295％、第2分位は約174％にまで上る

ことが分かる（第3分位148％、第4分位131％、第5分位137％）。負債の絶対額

が低く、所得が低いほど負債の負担は大きいのが現実であるとはいえ、これら

のデータは低所得者の多くが自身の所得では到底まかないきれない負債を抱え

ていることを表している。 
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＜表2＞世帯特性別金融負債保有世帯比率および一世帯当たりの保有額  

 

注：金融負債保有世帯の平均金額 

 

 さらに、三ヶ所以上の金融機関に借金がある多重債務者は2016年6月末時点

で390万人に上っており、債務者全体（1857万人）の21.0％を占めている。多重

債務者が保有する債務総額は2016年6月末時点で約450兆ウォン、一人当たりの

負債は1億1529万ウォンとの集計結果が出た。  
 

＜図4＞多重債務者のDSR 

 

出典：チョン・セギュン国会議長室 
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 2017年8月23日、チョン・セギュン国会議長室がNICE信用評価情報の提出資

料の分析結果を発表した。これによると、多重債務者の一人当たりの平均年間

所得は3748万ウォン、元利金（元金と利息）の償還額の年間平均は2362万ウォ

ンと推定されたが、総負債元利金償還比率（DSR・年間元利金償還額／年間所得

額）は63.0％で、債務者全体の平均（35.7％）より27.3％も高かった。また、

六ヶ所以上の金融機関に借金がある債務者のDSRは74.9％、五ヶ所の場合は71.

1％、四ヶ所は66.4％、三ヶ所は56.9％と、借りている金融機関が多いほどDSR

が高いことが分かった。 

 

 なお、「高危険世帯」4の負債規模は2015年の46.4兆ウォンから2016年には

62.0兆ウォンまで増加しており、多重債務者でありながら低信用（信用7～10等

級）または低所得（下位30％）に該当する脆弱借主の貸付規模も2015年末の73.

5兆ウォンから2016年末には78.6兆ウォンに増加した。これは家計貸付全体の6.

2％（韓国銀行家計負債DB基準）に上る数値である。 

 

＜図5＞脆弱借主 1)の借り入れの比重

と規模2)  

＜図6＞高危険世帯 1)負債の比重と規

模 

  

注：1)多重債務者で、低所得または低信用の借主 

注：2)各年度別の全体の家計貸付残額から換算 

資料：韓国銀行（家計負債 DB） 

注：1)DSR＞40％、DTA＞100％の世帯 

資料：2016 年度家計金融福祉調査  

 

 さらに、金融負債が金融資産より多く、元利金償還額が可処分所得の40％

を超える「限界世帯」の数が、2012年の132万5000世帯から2016年には181万500

0世帯と、49万世帯増加したことが分かった5。家計負債償還の負担に圧迫され、

                                                   
4 所得と資産の両面から見て負債償還能力が著しく低い世帯、[元利金償還比率（DSR）＞40％、負債／資産評価

額比率（DTA）＞100％]  

5
 2017 年 2 月 20 日、チョン・セギュン国会議長政策首席室＜「家計負債限界世帯の特徴とストレス

テスト結果」報告書＞  
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限界に追い込まれている世帯が増え続けているということである。 

 

 政府は家計負債が銀行の住宅担保ローン中心に増加しており、家計負債の

構造も銀行の分割償還・固定金利によって大きく改善されているとし、家計負

債の約70％を占める所得第4～5分位世帯には十分な償還能力があるとすること

で、「家計負債は管理可能」と主張している。しかし、家計の債務償還能力が

全般的に良好だとしても、景気回復遅延の可能性、金利上昇の圧力などを考慮

すると、脆弱階層に関しては債権がいつ不良化してもおかしくない段階に来て

いると言える。  

 

 実際、脆弱階層におけるノンバンクによる貸付の比重は借主全体の平均（4

2.9％）より高く、信用貸付の比重も借主全体の平均（21.9％）より高い。金利

水準が高く、主に変動金利が適用される信用およびノンバンク貸付への依存性

が高いため、脆弱階層は貸出金利の上昇に対応できず、利息負担が追加される

ことで償還がより困難になることが危惧される。 

 

2. 韓国の家計負債の弱点：②自営業者 

 一方、韓国では自営業者も大きな問題となっている。前述の通り、公共社

会福祉支出水準が低い韓国において賃金は生活を営むための唯一の手段だが、

リストラや雇用不安定化により退職時期はどんどん早まり、退職者が生活を維

＜図7＞脆弱借主 1)における信用貸付
2)の比重3) 

＜図8＞脆弱借主 1)におけるノンバン

ク貸付の比重3) 

  

注：1)多重債務者で、低信用（信用 7～10等級）または低所得（所得下位 30％）の借主 

2)担保および保証貸付は除外 

3)2016年末現在、借主保有の貸付中信用および非銀行系の貸付が占める比重 

資料：韓国銀行（家計負債 DB、家計信用） 
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持するための方法は皆無に等しい状況だ。結果として退職者は莫大な借金を作

り、ただでさえ飽和状態にある自営業の世界に飛び込むことになる。 

 

 韓国における自営業者数は、2016年10月末時点で570万人に上ると言われて

いる（統計庁経済活動人口調査）。韓国銀行の「2017年6月度金融安定報告書」

によると、全体の自営業者数は2000年代中盤以降減少しているが、50歳以上の

自営業者は2006年末の264.2万人から2016年末には316.2万人まで増加し、自営

業者全体における50歳以上の比率は2006年末の44.3％から2016年末には57.2％

に上昇している。50歳以上の自営業者の家計貸出6も、2012年末の63.0兆ウォン

（自営業者による家計貸出全体の53.3％）から2017年3月末には98.2兆ウォン

（55.3％）と大きく増加した。 

 

＜図9＞自営業者貸付の概要1) 

 

注：1)2016年 9月末現在、単位：兆ウォン 2)預金取扱機関の企業貸付基準 

3)家計信用統計の家計貸付（販売信用除外）基準 4)家計負債 DB基準 

資料：韓国銀行 

 

 自営業者による借り入れは事業資金のためと考えることもできるが、退職

者や失業者による小規模な運営が自営業の大多数を占める韓国の現状を踏まえ

ると、自営業者のローンは家計貸付に近いと言える。「2016年12月度金融安定

報告書」によると、2016年9月末時点での自営業者の貸付規模は464.5兆ウォン

（141万人）だが、このうち事業資金名目の貸付が300.5兆ウォン、生計資金の

                                                   
6 個人事業者貸付を保有する自営業者の家計貸付基準 
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工面などを名目にした家計貸付が164.0兆ウォンとなっている。事業資金目的と

家計貸付が同時であった場合の貸付規模は390.0兆ウォン（113万人）に上り、

自営業者の貸付全体（464.5兆ウォン）の84.0%を占めている。 

 

 問題は、自営業者による借り入れの監督の難しさにある。自営業者の事業

資金を名目とした貸付は主に銀行融資（85.6％）だが、家計貸付の場合は銀

行・非銀行系機関による貸付がそれぞれ49.9％と50.1％である。また、銀行と

比べて高金利の貯蓄銀行における自営業者の住宅担保ローンの規模は2016年9月

末時点で3兆3996億ウォンと、前年より24.7％も急増している。  

 

 一方、貯蓄銀行における自営業者の住宅担保ローンの67.2％（2兆2848億ウ

ォン）がLTV（担保認定比率）70％を超える「高危険貸付」であることが分かっ

た。自営業者の住宅担保ローンは「家計貸付」ではなく「企業貸付」に分類さ

れるため、LTVが適用されない規制の死角になっていることが原因である。 

 

韓国銀行によると、2016年3月末時点での生計型自営業者は69万6000世帯で全

体の23.8％、また生計型自営業者の家計貸付規模は総額43兆ウォン（自営業者

の貸付全体の9.9％）に上ると推定されている。韓国銀行は政府の家計金融福祉

調査の統計上所得が下位40％の世帯を生計型自営業者と定めているが、大半（6

2万4000世帯）は有給従業員のいない零細自営業者である。  
 

＜図10＞生計型自営業者世帯数と

借入額の比重1)2) 

＜図11＞業種別生計型自営業者世

帯数と比重1)2) 

 

  

注：1)2016年 3月末現在  

2)カッコ内は世帯数および借入額 

資料：2016年度家計金融福祉調査 

注：1)2016年 3月末現在  

2)個別業種における生計型世帯の比重 

資料：2016年度家計金融福祉調査 

 

 生計型自営業者の多くは、進入障壁は低いが景気の影響を受けやすく、

創・廃業率の高い飲食業（26.7％）や小売業（21.6％）などに従事している。 
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生計型自営業者の平均金融負債規模は4700万ウォンと大きくないが、LTI（所

得対比家計負債比率）が220.9％と高く、元利金償還の負担などで30日以上の延

滞経験を持つ世帯は9.8％と非生計型の3.4％を大幅に上回っている。よって生

計型自営業者は景気に左右されやすい家計負債問題の「爆弾」として注目され

ており、政府もローン救済から家計所得の増大、自営業者への貸付を含んだ家

計負債総合対策の発表を2017年9月中に予定している。 

 

3. 参与連帯の対応方向  

家計の所得ではまかないきれない負債を抱えるしかない韓国では、構造上の

原因が解決されずにいる中労働条件は悪化の一途をたどり、住居・医療・教

育・貧困などの問題に福祉制度が追いついていないのが現状だ。そのため、多

くの家庭が健康、住居、教育などの基本的な権利を、負債を抱えることでよう

やく得ていると言える。こういった構造上の問題が解消されない限り、家計負

債問題の根本的な解決は見込めない。 

家計負債問題を解決するために必要なのは、負債に対応した経済金融政策お

よび福祉、民生、労働など社会経済政策の総合的な対策である。家計負債の規

模を縮小し、可処分所得を増加させることで、家計の様々な支出負担を減らす

複合的な方案が要求される。 

 

このため、参与連帯では議会と政府、そして法院に対して次のように要請し

＜図12＞生計型自営業者世帯の財務状況1) 

＜平均金融負債および所得、LTI＞ ＜30日以上の延滞経験 2)がある世帯の比重＞ 

  

注：1)2016年 3月末現在  

資料：2016年度家計金融福祉調査 

2)期間：2015 年 4月から 2016年 3月まで 
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ている。 

まず、消費萎縮と信用不良を招き、経済活動を萎縮させることで経済成長に

悪影響を与える高金利貸付の問題に対し、法律で定められた利率の上限を現在

の25％（貸付業者の場合27.9％）から20％に下げるための努力を続けている。

これに関連し、「利子制限法」と「貸付業などの登録および金融利用者保護に

関する法律」の施行令や、関連法令の改定を求めている。 

また、家計の資金借入規制を、景気に順応するより金融安定のための制度と

して定着させるための運動も展開している。韓国では資金借入規制としてLTV・

DTIが運営されているが、これらの制度は景気が良いときは強化され、景気が悪

くなると緩和される傾向をこれまで見せてきた。事実上、家計の償還能力を考

慮した資金借入規制ではなく、景気調節の手段として用いられてきたというこ

とである。よって、これらの制度が家計の償還能力を厳密に判断し、貸付の有

無や水準を決める制度として定着できるよう尽力している。 

その一方で、積極的な債務調整政策の実現に関する要求を続けて行っている。

債務者による償還が難しい場合にも債務調整より負債償還のみを強調すること

は、結局貴重な人的資本を無駄にし、国民経済に悪影響を及ぼすことになる。

債務不履行は債務者だけでなく、償還能力を考慮しなかった債権者側にも責任

があるため、双方が公平に責任を負える債務調整制度を確立しなければならな

い。このため、債権者中心の破産回生手順の比重を債務者側にもシフトできる

よう、関連法令の改定運動を行っている。  

これに加えて、家計負債が発生する原因を点検し、過度な負債を発生させる

住居費、医療費、教育費などの構造的な原因を解消する家計負担緩和対策、お

よび民生対策などを含む中長期方案が求められている。家計負債問題を根本的

に解決するには、可処分所得の増加が不可欠だからである。よって、基礎年金

の拡大や健康保険の保障強化など、社会保障制度全般が拡大されなければなら

ない。特に最低賃金の引き上げを通し、賃金の最低基準が保障される必要があ

る。加盟店、代理店など自営業者と関わりのある大企業、フランチャイズ本社

などとの不正取引の問題を改善し、自営業者にとって最も大きな負担となる賃

貸料の引き上げ率の上限を下げることで、零細自営業者の所得を引き上げなけ

ればならない。  

現在、参与連帯は以上の活動を並行して行っており、社会経済全般の制度的

改善を実現することで家計負債の問題を解決できるよう努力を続けている。 


